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週間 3ヵ月 6ヵ月 1年 22年末比

米ドル・インデックス 101.33 ▲ 0.4 ▲ 4.6 ▲ 1.9 ▲ 2.4 ▲ 2.1
米ドル 141.04 ▲ 1.0 ▲ 5.6 ▲ 2.6 6.0 7.6

カナダ・ドル 106.32 ▲ 1.0 ▲ 3.3 ▲ 2.6 8.3 9.9
ユーロ 155.72 ▲ 0.7 ▲ 1.4 ▲ 1.0 9.8 10.9
英ポンド 179.56 ▲ 0.7 ▲ 1.5 ▲ 1.7 12.0 13.3

スイス・フラン 167.65 0.7 2.7 4.2 16.3 18.3
スウェーデン・クローナ 13.98 ▲ 1.8 2.3 5.0 10.0 11.3
アイスランド・クローネ 1.037 ▲ 0.4 ▲ 4.3 ▲ 1.8 11.1 12.0
ノルウェー・クローネ 13.86 ▲ 0.7 ▲ 0.7 3.4 3.0 3.6
デンマーク・クローネ 20.88 ▲ 0.7 ▲ 1.4 ▲ 1.1 9.5 10.6

中国人民元 19.87 ▲ 0.5 ▲ 2.8 ▲ 0.6 4.0 3.7
香港ドル 18.06 ▲ 1.0 ▲ 5.3 ▲ 2.2 5.8 7.5
台湾ドル 4.61 0.9 ▲ 0.3 ▲ 0.6 5.9 7.5

韓国ウォン(100ウォン当たり) 10.91 ▲ 0.2 ▲ 1.5 ▲ 0.7 3.8 4.8
シンガポール・ドル 106.84 ▲ 0.7 ▲ 2.3 0.1 7.9 9.2
マレーシア・リンギ 30.89 0.6 ▲ 2.7 ▲ 0.1 2.2 3.0

タイ・バーツ 4.10 ▲ 0.2 0.5 1.0 6.6 8.1
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ･ﾙﾋﾟｱ(100ルピア当たり) 0.916 ▲ 0.4 ▲ 5.2 ▲ 5.1 7.8 8.5

フィリピン・ペソ 2.55 ▲ 0.6 ▲ 2.9 ▲ 2.1 6.4 7.4
ﾍﾞﾄﾅﾑ･ﾄﾞﾝ(100ドン当たり) 0.585 ▲ 0.3 ▲ 4.9 ▲ 4.9 3.8 4.5

インド・ルピー 1.70 ▲ 0.7 ▲ 5.4 ▲ 3.3 5.8 6.9
オーストラリア・ドル 96.06 ▲ 0.8 0.0 0.3 6.6 7.5

ニュージーランド・ドル 89.12 ▲ 0.6 ▲ 0.5 1.4 5.6 7.0
ブラジル・レアル 29.06 ▲ 0.9 ▲ 2.1 ▲ 2.6 15.5 17.1
メキシコ・ペソ 8.31 ▲ 1.0 ▲ 3.1 ▲ 1.7 21.6 23.6

ｺﾛﾝﾋﾞｱ･ﾍﾟｿ(100ペソ当たり) 3.64 ▲ 0.4 ▲ 0.7 5.1 32.6 34.5
チリ・ペソ(100ペソ当たり) 16.01 0.3 ▲ 4.3 ▲ 11.2 3.2 3.8
ペルー・ヌエボ・ソル 38.07 ▲ 1.5 ▲ 3.5 ▲ 4.5 9.1 10.5

ロシア・ルーブル 1.58 2.1 2.9 ▲ 5.1 ▲ 13.0 ▲ 10.9
ポーランド・ズロチ 35.82 ▲ 1.0 4.9 1.3 18.1 19.6

ﾊﾝｶﾞﾘｰ･ﾌｫﾘﾝﾄ(100ﾌｫﾘﾝﾄ当たり) 40.61 ▲ 1.4 0.1 ▲ 4.1 14.5 15.7
ルーマニア・レイ 31.28 ▲ 0.8 ▲ 1.5 ▲ 1.3 9.2 10.2

トルコ・リラ 4.79 ▲ 1.8 ▲ 12.0 ▲ 13.9 ▲ 32.5 ▲ 31.6
南アフリカ・ランド 7.71 ▲ 0.2 ▲ 2.4 ▲ 0.1 ▲ 1.7 0.0
エジプト・ポンド 4.56 ▲ 0.7 ▲ 5.6 ▲ 2.5 ▲ 15.1 ▲ 14.2
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日本国債　注5 341.70 ▲ 0.3 1.0 ▲ 3.6 0.6 0.5
先進国(除く日本)国債　注6 995.18 0.2 8.2 4.3 6.5 7.0

新興国債券　注7 757.00 0.2 10.5 7.0 10.0 10.3
日本国債2年物 0.053 -0.004 0.003 0.122 0.009 0.014
日本国債10年物 0.614 -0.011 -0.151 0.223 0.153 0.192
日本国債20年物 1.389 0.017 -0.093 0.418 0.064 0.082
日本国債30年物 1.633 0.051 -0.101 0.420 0.009 0.020

米国債2年物 4.251 -0.073 -0.795 -0.611 -0.114 -0.178 
米国債10年物 3.880 -0.016 -0.692 0.039 0.063 0.003
ドイツ国債2年物 2.404 -0.027 -0.799 -0.792 -0.257 -0.360 
ドイツ国債10年物 2.024 0.045 -0.815 -0.392 -0.414 -0.547 

イタリア国債10年物 3.700 0.142 -1.082 -0.399 -0.830 -1.015 
スペイン国債10年物 2.993 0.094 -0.940 -0.414 -0.526 -0.670 
東証REIT(配当込み) 4,382.85 1.4 ▲ 1.9 ▲ 0.8 ▲ 0.3 ▲ 0.5

674.06 1.0 15.8 9.2 11.1 11.5
730.78 0.0 9.4 6.5 17.6 19.2

香港REIT　注9 624.51 1.7 14.8 1.3 ▲ 16.2 ▲ 16.7
オーストラリアREIT　注9 1,049.34 2.5 16.4 12.6 16.0 16.8
北海ブレント原油先物 77.04 ▲ 2.6 ▲ 19.2 3.6 ▲ 6.3 ▲ 10.3

WTI原油先物 71.65 ▲ 2.6 ▲ 21.1 2.6 ▲ 8.6 ▲ 10.7
ニューヨーク金先物 2,071.80 0.1 11.0 8.0 13.5 13.4

CRB指数 263.83 ▲ 1.0 ▲ 7.3 1.8 ▲ 4.4 ▲ 5.0
シンガポール鉄鉱石先物 140.08 1.0 17.1 24.2 21.7 19.6
S&P MLPﾄｰﾀﾙﾘﾀｰﾝ指数 7,384.81 0.1 3.1 14.4 23.4 22.9
S&P BDCﾄｰﾀﾙﾘﾀｰﾝ指数 370.76 0.4 5.9 13.6 26.9 27.6

ビットコイン 41,935.34 ▲ 4.1 55.9 37.9 152.7 153.5
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週間 3ヵ月 6ヵ月 1年 22年末比

ブラジル　ボベスパ 134,185.24 1.1 15.1 13.3 22.3 22.3
メキシコ　IPC 57,386.25 0.1 12.8 7.1 15.9 18.4

ロシア　RTS(米ドル建て) 1,083.48 2.4 7.5 7.6 15.7 11.6
トルコ イスタンブール100 7,470.18 ▲ 1.2 ▲ 10.4 29.7 36.4 35.6

南ｱﾌﾘｶ FTSE/JSEｱﾌﾘｶ全株 76,893.15 3.4 6.2 2.7 4.5 5.3
エジプト　EGX30 24,691.43 1.6 22.4 39.8 69.1 69.1
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週間 3ヵ月 6ヵ月 1年 22年末比

世界株価 注1 388.11 0.8 11.0 8.4 21.8 22.2
先進国株価 注2 9,885.46 0.6 11.4 8.8 23.4 23.8

先進国(除く日本)株価 注3 11,379.91 0.5 11.6 8.9 23.5 24.0
新興国株価　注4 533.83 3.2 7.9 5.0 9.7 9.8
日経平均株価 33,464.17 0.9 5.0 0.7 28.2 28.2

JPX日経インデックス400 21,380.00 1.2 2.2 2.6 25.2 25.5
TOPIX (東証株価指数) 2,366.39 1.3 1.9 3.1 24.9 25.1
東証プライム市場指数 1,217.60 1.3 1.8 3.0 24.9 25.1

東証スタンダード市場指数 1,169.31 1.1 2.4 4.9 18.1 17.5
東証グロース市場指数 891.03 4.0 ▲ 5.0 ▲ 13.4 ▲ 2.6 ▲ 4.0

NYﾀﾞｳ 工業株30種 37,689.54 0.8 12.5 10.5 13.5 13.7
S&P 500種 4,769.83 0.3 11.2 8.5 23.9 24.2

ナスダック総合 15,011.35 0.1 13.6 10.4 43.3 43.4
ナスダック100 16,825.93 0.3 14.3 12.6 53.6 53.8

ﾌｨﾗﾃﾞﾙﾌｨｱ半導体 4,175.47 1.0 21.6 15.5 64.7 64.9
欧州　ｽﾄｯｸｽ･ﾖｰﾛｯﾊﾟ600 479.02 0.3 6.4 4.9 11.3 12.7

英国　FTSE100 7,733.24 0.5 1.6 3.5 2.9 3.8
ユーロ圏　ユーロ・ストックス 474.17 ▲ 0.0 7.5 3.8 14.1 15.7

ドイツ　DAX 16,751.64 0.3 8.9 5.0 19.0 20.3
中国　CSI300 3,431.11 2.8 ▲ 7.0 ▲ 10.2 ▲ 11.0 ▲ 11.4
中国　上海A株 3,119.10 2.1 ▲ 4.4 ▲ 6.5 ▲ 3.2 ▲ 3.7
中国　深圳A株 1,922.57 2.9 ▲ 3.8 ▲ 9.4 ▲ 6.6 ▲ 7.0
中国　創業板 1,891.37 3.6 ▲ 5.6 ▲ 13.2 ▲ 19.5 ▲ 19.4
香港　ハンセン 17,047.39 4.3 ▲ 4.3 ▲ 10.0 ▲ 13.6 ▲ 13.8

台湾　加権 17,930.81 1.9 9.6 5.8 27.3 26.8
韓国　KOSPI 2,655.28 2.1 7.7 4.1 18.7 18.7

シンガポール　ST 3,240.27 3.2 0.7 1.0 ▲ 0.3 ▲ 0.3
タイ　SET 1,415.85 0.8 ▲ 3.8 ▲ 4.3 ▲ 14.8 ▲ 15.2

インドネシア　ｼﾞｬｶﾙﾀ総合 7,272.80 0.5 4.8 9.2 6.0 6.2
フィリピン　総合 6,450.04 ▲ 0.8 2.0 ▲ 0.9 ▲ 1.8 ▲ 1.8
ベトナム　VN 1,129.93 2.4 ▲ 2.1 0.4 12.0 12.2

インド　SENSEX 72,240.26 1.6 9.7 13.0 18.2 18.7
豪州　S&P/ASX200 7,590.82 1.2 7.7 5.5 8.1 7.8
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■主要指標の動き■ 2023年12月29日時点（1週間前＝12月22日、3ヵ月前＝9月29日、6ヵ月前＝6月29日、1年前＝2022年12月29日） なお、休場の場合は直前の営業日のデータを使用
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指数に関する著作権・知的財産権その他一切の権利は、当該指数の算出元または公表元に帰属します。

データは過去のものであり、将来の運用成果などを約束するものではありません。

※右表の為替ﾚｰﾄは原則としてﾆｭｰﾖｰｸの17時時点のものであり、弊社投資信託の基準価額の算定に
用いられるものと大きく異なることがあります。また、ビットコインのﾃﾞｰﾀもﾆｭｰﾖｰｸ17時時点です。

「利回り」変化のデータは、騰落率(%)ではなく、騰落幅*

（騰落率がプラスの場合は各通貨高、マイナス▲の場合は円高）

注8 ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙREIT指数 ： S&PｸﾞﾛｰﾊﾞﾙREIT指数（ﾄｰﾀﾙﾘﾀｰﾝ）
注9 香港/ｵｰｽﾄﾗﾘｱREIT指数 ： S&Pの各地域/国REIT指数（ﾄｰﾀﾙﾘﾀｰﾝ、

現地通貨ﾍﾞｰｽ）注1 世界株価指数 ： MSCIｵｰﾙｶﾝﾄﾘｰﾜｰﾙﾄﾞ･ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（米ﾄﾞﾙ・ﾍﾞｰｽ､ﾈｯﾄ･ﾄｰﾀﾙﾘﾀｰﾝ）
注2 先進国株価指数 ： MSCIﾜｰﾙﾄﾞ･ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（米ﾄﾞﾙ・ﾍﾞｰｽ､ﾈｯﾄ･ﾄｰﾀﾙﾘﾀｰﾝ）
注3 先進国（除く日本）株価指数 ： MSCI-KOKUSAIｲﾝﾃﾞｯｸｽ（米ﾄﾞﾙ・ﾍﾞｰｽ､ﾈｯﾄ･ﾄｰﾀﾙﾘﾀｰﾝ）
注4 新興国株価指数 ： MSCIｴﾏｰｼﾞﾝｸﾞ･ﾏｰｹｯﾄ･ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（米ﾄﾞﾙ・ﾍﾞｰｽ､ﾈｯﾄ･ﾄｰﾀﾙﾘﾀｰﾝ）
注5 日本国債指数 ： FTSE日本国債ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（円ﾍﾞｰｽ）
注6 先進国（除く日本）国債指数 ： FTSE世界国債ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（除く日本、米ﾄﾞﾙ･ﾍﾞｰｽ）
注7 新興国債券指数 ： JPﾓﾙｶﾞﾝ･ｴﾏｰｼﾞﾝｸﾞ･ﾏｰｹｯﾂ･ﾎﾞﾝﾄﾞ･ｲﾝﾃﾞｯｸｽ･ﾌﾟﾗｽ（ﾍｯｼﾞなし･米ﾄﾞﾙ･ﾍﾞｰｽ）
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■先週の主な出来事■ （株式市場での反応を○、△、×の順で評価）

（信頼できると判断したデータをもとに日興アセットマネジメントが作成）

■今週および1月8日の主な注目点■ （高:注目度大、中:注目度中、低:ご参考）

上記のほか、米国では地区連銀総裁の講演が予定されている。

日付 注目度 国･地域 指標など（コメント）
12月の雇用統計

11月は、非農業部門雇用者数が前月比+19.9万人、失業率は3.7%、平均時給は前

年同月比+4.0%だった。12月の予想はそれぞれ、+17.0万人、3.8%、+3.9%となって

いる。
12月のISM(供給管理協会)非製造業景気指数

11月は52.7だった。12月は52.5と予想されている。同指数は50が好･不調の境目。

高

中

米国

1月
5日

（金）

日付
市場の

反応
国・地域 指標など（コメント）

日銀総裁、物価目標実現の確度が十分に高まれば、政策変更を検討

日本では、植田日銀総裁が講演し、2%の物価目標が持続的･安定的に実現する確度

が少しずつ高まっているとして、その確度が十分に高まれば政策変更を検討すると述べ
た。日本の株式相場は、前週末の米ﾊｲﾃｸ株高を受けて主力大型株が買われたこと
などから上昇した。国債利回りは、持ち高調整の買いなどを背景に低下した。中国で
は、22日に公表されたｵﾝﾗｲﾝｹﾞｰﾑ規制案について、当局が23日、業界の健全な発展

の促進が目的だとした上で、今後、寄せられる意見を検証したうえで、内容を修正する
考えを示した。また、25日には、100本強の国産ｵﾝﾗｲﾝｹﾞｰﾑが認可された。中国本土

株式は、中国人民銀行(中央銀行)による短期金融市場への資金供給増を受け、政策

期待が高まったことなどから上昇したが、ｵﾝﾗｲﾝｹﾞｰﾑ関連銘柄は続落した。なお、香
港や欧米の市場はｸﾘｽﾏｽで休場だった。

中東で緊張が続く

ｲｽﾗｴﾙによるｼﾘｱへの攻撃で、ｲﾗﾝ革命防衛隊幹部が死亡したと、25日にｲﾗﾝ国営

通信が報じた。米軍は、ｲﾗﾝが支援する親ｲﾗﾝ民兵組織による攻撃で米軍関係者が
25日に負傷したことを受け、同日、ｲﾗｸにある同民兵組織の施設を空爆したと発表し

た。26日には、ｲｽﾗｴﾙの国防相が、ｲﾗﾝやｼﾘｱなどを念頭に、｢我々は多面的な戦争

状態にある｣と述べたほか、ｲｽﾗｴﾙ軍の参謀総長はｶﾞｻﾞでのｲｽﾗﾑ組織ﾊﾏｽとの戦闘
について、あと何ヵ月もかかるとの見方を示した。また、ｲｴﾒﾝ沖の紅海でﾄﾞﾛｰﾝやﾐｻｲﾙ
による爆破や攻撃が続いていると報じられたこともあり、原油先物が反発した。なお、米
国では、自動車を除く小売の年末商戦(11月初め～12月24日)の売上高が、ｸﾚｼﾞｯﾄ

ｶｰﾄﾞ大手の集計で前年同期比+3.1%と、前年の+7.6%を下回った。ただし、早ければ
2024年3月にも利下げが行なわれるとの観測などを背景に株式相場は続伸した。国債

利回りはほぼ横ばいだった。なお、欧州市場は祝日で休場だった。

日銀会合での主な意見の公表を受け、1月のﾏｲﾅｽ金利解除観測が後退

日本では、日銀の12月の金融政策決定会合での主な意見が公表され、金融正常化

の時期について、2024年春の賃金交渉の動向を見てからでも遅くないとの慎重論が多

かった一方、ﾀｲﾐﾝｸﾞを逃すべきでないとの意見もあり、参加者の間に温度差があること
が示された。ただし、ﾏｲﾅｽ金利が1月にも解除されるとの観測が後退し、国債利回りが

低下したほか、前日の米株高の影響もあり、株式相場は続伸した。また、中国では、11
月の工業部門企業利益が前年同月比+29.5%と、一桁の伸びにとどまった前月から急

拡大した。自律反発を狙った買いが入ったほか、ｵﾝﾗｲﾝｹﾞｰﾑ関連株が持ち直したこと
などもあり、中国本土･香港株式は反発した。前日の米株高の影響などから、その他の
市場でも総じて株高となり、印SENSEX指数が最高値を更新した。

2024年の欧米での利下げ観測などを背景に、長期金利が一段と低下

2024年の利下げ観測などを背景に欧米の国債利回りが低下し、10年債では一時、ﾄﾞｲ

ﾂで1.89%台、米国で3.78%台と、それぞれ、2022年12月、2023年7月以来の低い水

準となった。また、連休明けとなった欧州ではﾃｸﾉﾛｼﾞｰ株や不動産株などをけん引役に
株高となったほか、米国株式も続伸し、ﾆｭｰﾖｰｸ･ﾀﾞｳ工業株30種が最高値を更新、
S&P500、ﾅｽﾀﾞｯｸ総合の両指数も2022年1月以来の高値で引けた。外国為替市場

ではﾄﾞﾙが売られ、円相場は1ﾄﾞﾙ=141円台に上昇した。なお、ﾃﾞﾝﾏｰｸや (右上に続く)

○ ｱｼﾞｱ
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（水）

○ 欧米

世界
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△ ｱｼﾞｱ
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（火）
△

(左下より続く) ﾌﾗﾝｽの海運大手が紅海経由の運航の再開･増加を相次いで発表し

た。これを受け、原油の供給懸念が後退し、原油先物が売られた。一方、米長期金利
の低下や中東での地政学ﾘｽｸへの懸念などから、金先物が買われた。LBMA(ﾛﾝﾄﾞﾝ

地金市場協会)の金現物価格は1ﾄﾛｲｵﾝｽ＝2,069ﾄﾞﾙと、2020年8月に記録した2,067
ﾄﾞﾙを上回り、過去最高値を更新し、翌日も続伸した。

日銀総裁、中小企業の賃金ﾃﾞｰﾀが出揃う前でも政策判断は可能

日銀の植田総裁は前夜に放映されたｲﾝﾀﾋﾞｭｰで、賃金･物価の好循環が見通せる状
況が2024年に訪れることに期待感を示した。賃上げについては、中小企業のﾃﾞｰﾀが揃

うのは春闘の結果が出る3月よりかなり遅くなるが、それが出揃わない段階でも、賃上げ

が期待できるという情勢であれば、1つの大きな判断材料になると述べた。株式相場

は、2024年早期の米利下げ観測などを背景に円相場が140円台に上昇したことを受

け、輸出関連株が売られたほか、配当の権利落ちもあり、反落した。なお、中国本土･
香港株式は、政策期待のほか、海外資金の流入などもあり、続伸した。ｱｼﾞｱのその他
の市場でも、前日の米株高などを受け、総じて株式相場が上昇した。

長期金利がやや上昇

ﾕｰﾛ圏では、ｵｰｽﾄﾘｱ中銀総裁が2024年のECB(欧州中央銀行)による利下げについて

保証はないと述べた。米国では、23日までの週の新規失業保険申請件数が21.8万件

と、予想をやや上回る増加(悪化)となった。欧州の国債市場では、独2年債利回りが3
月以来の低水準となった一方、10年債の利回りは総じてやや上昇した。米国債利回り

は、一時低下したが、国債入札が低調となったほか、持ち高調整の売りもあり、引けで
はやや上昇した。株式相場は、欧州ではｴﾈﾙｷﾞｰ株や銀行株を中心に反落した。米国
では、ﾅｽﾀﾞｯｸ総合指数が小反落したが、ﾆｭｰﾖｰｸ･ﾀﾞｳ工業株30種は最高値を更新、
S&P500指数も2022年1月以来の高値で引けた。外国為替市場では、円相場が一

時、140円27銭と、7月以来の円高･ﾄﾞﾙ安水準となったが、その後、ﾄﾞﾙが上昇し、141
円台で推移した。また、紅海での運航再開の動きなどを受け、原油先物は続落した。

持ち高調整の動きなどから、欧米長期金利はやや上昇

ｱｼﾞｱ市場では、中国本土･香港株式が政策期待などから続伸したが、日本の株式相
場はﾏﾁﾏﾁとなった。欧州国債は利食い売りなどから続落し、利回りがやや上昇した。
米国債市場でも持ち高調整の売りなどから長期債を中心に利回りがやや上昇した。株
式相場は、欧州では総じて小反発したが、米国では下落した。円相場は141円前後で

取引された。
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